
大津市まちづくり協議会運営補助金交付要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、まちづくり協議会に対し、予算の範囲内において、その運営に要する経費

の一部を補助し、もって住民主体のまちづくりの推進を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「まちづくり協議会」とは、大津市まちづくり協議会の設立の届出に

関する要綱（令和２年１月１日制定）第４条の規定によるまちづくり協議会設立確認書の交付

を受けた団体をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 この要綱によるまちづくり協議会運営補助金（以下「補助金」という。）の交付を受ける

ことができる者（以下「補助対象者」という。）は、まちづくり協議会とする。 

 （補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、会議、総会、研修

会等の開催に係る経費、事務局の運営に係る経費及びまちづくり協議会の活動の周知に係る経

費（他の補助金等の交付の対象となる経費を除く。）であって、市長が必要と認めるものとする。 

２ 補助金の額は、補助対象経費と２００，０００円とを比較していずれか少ない方の額とする。 

３ １の補助対象者に対する補助金の交付は、１年度につき１回とする。 

 （交付申請書） 

第５条 大津市補助金等交付規則（平成１０年規則第３２号。以下「規則」という。）第４条第１

項の規定により市長に提出しなければならない交付申請書は、大津市まちづくり協議会運営補

助金交付申請書（様式第１号）とする。 

２ 前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支計画書 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

 （決定通知書） 

第６条 規則第７条第１項の規定による通知は、大津市まちづくり協議会運営補助金交付決定通

知書（様式第２号）により行うものとする。 

２ 規則第７条第２項の規定による通知は、大津市まちづくり協議会運営補助金交付申請棄却（却

下）決定通知書（様式第３号）により行うものとする。 

 （事情変更による取消通知書等） 

第７条 規則第９条第５項の規定による通知は、大津市まちづくり協議会運営補助金交付決定取

消通知書（様式第４号）又は大津市まちづくり協議会運営補助金交付決定変更通知書（様式第

５号）により行うものとする。 

 （補助事業等の内容の変更等の承認申請書） 

第８条 規則１３条第１項の規定により市長に提出しなければならない承認申請書は、大津市ま

ちづくり協議会運営補助事業変更承認申請書（様式第６号）又は大津市まちづくり協議会運営

補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第７号）とする。 

 （承認通知書等） 

第９条 規則第１３条第２項の規定による通知は、大津市まちづくり協議会運営補助事業変更承



認決定通知書（様式第８号）若しくは大津市まちづくり協議会運営補助事業中止（廃止）承認

決定通知書（様式第９号）又は大津市まちづくり協議会運営補助事業変更承認申請棄却（却下）

決定通知書（様式第１０号）若しくは大津市まちづくり協議会運営補助事業中止（廃止）承認

申請棄却（却下）決定通知書（様式第１１号）により行うものとする。 

 （実績報告書） 

第１０条 規則第１４条の規定により市長に提出しなければならない実績報告書は、大津市まち

づくり協議会運営補助事業実績報告書（様式第１２号）とする。 

２ 前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

 ⑴ 事業報告書 

 ⑵ 収支決算書 

 ⑶ 領収書等（明細を記したものを含む。）の写し 

 ⑷ その他市長が必要と認める書類 

 （確定通知書） 

第１１条 規則第１５条の規定による通知は、大津市まちづくり協議会運営補助金交付確定通知

書（様式第１３号）により行うものとする。 

 （交付請求書） 

第１２条 規則第１８条第１項の規定により市長に提出しなければならない交付請求書は､大津市

まちづくり協議会運営補助金（精算払）交付請求書（様式第１４号）とする。 

２ 規則第１８条第２項において準用する同条第１項の規定により市長に提出しなければならな

い交付請求書は、大津市まちづくり協議会運営補助金（概算払）交付請求書（様式第１５号）

とする。 

 （取消通知書） 

第１３条 規則第１９条第４項の規定による通知は、大津市まちづくり協議会運営補助金交付決

定（確定）取消通知書（様式第１６号）により行うものとする。 

 （返還通知書） 

第１４条 規則第２０条第１項の規定による返還の命令は、大津市まちづくり協議会運営補助金

返還通知書（様式第１７号）により行うものとする。 

 （その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和４年３月３１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にある改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用さ

れている書類は、改正後の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使

用することができる。 



   附 則 

 この要綱は、令和５年３月３１日から施行する。 


